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本研究では，大学生を対象とした4人1組の討議実験を，大学の教室とまちなか公共空間という異なる実

験環境で実施した．実験の結果，同一被験者について，大学の教室よりまちなか公共空間の方が，発言数

が有意に多くなり，さらに，社交性が高い被験者ほど，発言数が有意に多くなった．人的交流密度や社交

性等の個人属性よりも，大学の教室とまちなか公共空間という実験環境の違いの方が，発言数を大きく変

化させることも示された．以上の結果から，まちなか公共空間には，大学生の被験者の議論を活性化させ

る効果があったと考えられる． 
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1. はじめに 

 

多くの地方都市において，少子高齢化や人口減少が著

しく進行している．これらの課題の打開策として，多く

の地方都市が地域活性化を推進している．近年，その取

組の中で「交流する場」としての公共空間の重要性が指

摘されている．公共空間は，都市計画法で定義されてい

る「公共施設」「公共空地」等も含めた概念として，

「土地の公有，私有に関わらず，不特定の人に公開され

ており，人々が出入りし，移動でき，佇むことができる

営利を主目的としない空間」として定義される1)．この

ような周囲との相互作用のある開放的な空間が，地域活

性化への手助けになると期待されている． 

一方で，地域活性化に対する大学の貢献への期待も高

まりつつある．公共空間を活用して，大学生が地域に積

極的に関与している事例として，片岡ら2)が報告する

「アーバンデザインスクール松山」が挙げられる．本事

例では，松山市内の4大学の学生及び社会人によって構

成されるスクール生が，教員や行政，地元企業等の支援

の下，まちづくりの企画立案に取り組んでいる．教育カ

リキュラム外の事例においては，行政や地元企業，NPO，

住民団体等，学外組織と連携したより実践的な取組が重

視されていると考えられる． 

他方，山口県宇部市の山口大学工学部キャンパスの所

在地付近には，2017年4月，「若者クリエイティブコン

テナ（YCCU Youth Creative Container Ube）3)」という公

共空間が開設された．YCCUは，「公・民・学」連携体

制を構築する準備段階として，市民と行政，企業，大学

などが連携してまちづくりを進めていくための「場所」

「環境」をつくることを目的としている． 

本研究では，「まちなか公共空間」という場がもたら

す効果を明らかにし，まちなか公共空間の存在意義を示

すことを目的とする．効果を客観的に評価するため，複

数の被験者に所与のテーマで議論することを求める討議

実験を企画，実施する．討議実験の実施場所として，開

放的なまちなか公共空間と，相対的に閉鎖的な空間の2

ヶ所を設定する．大学生が地域に積極的に関与すること

が期待されているため，被験者は大学生とした．また，

まちなか公共空間が，ディスカッションに慣れている人

や，まちづくりに対して意識が高い人以外の平均的住民

も参加しやすい空間を目指していることも，被験者を大

学生とした理由である．開放的な公共空間としては上述
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のYCCUを討議実験に使用する．評価にあたっては，量

的指標として発言数を採用する．  

 

 

2.  本研究の着眼点 

 

既往研究では，アンケート調査により，大学生のまち

づくり参加意識に影響を及ぼす要因について，定量的な

評価が試みられている4)．しかし，公共空間の存在や公

共空間に対する認知状況が，大学生の意識にもたらす影

響については十分に実証されなかった．また，座席配置

や着座状況（立位，座位）が，共同作業に与える影響に

ついての既往研究5), 6)も存在するが，より大きな範囲で

の環境の違いの影響については十分に検証されていない．

そこで，公共空間の効果や意義を示すためには，アンケ

ート調査では限界があると考え，本研究では4人1組の討

議実験を実施した上で，量的影響の分析を行うこととし

た． 

 

 

3.  実験手法 

 

(1) 討議実験の概要 

山口大学工学部の大学生を被験者として，4人1組の討

議実験を実施した．討議実験の実施場所として，開放的

なまちなか公共空間（YCCU）と，相対的に開放度の低

い空間である大学内の教室を使用した．討議の様子は，

360度カメラによって録画された．被験者は計32名で，

社会建設工学科16名（学部4年生）と感性デザイン工学

科16名（学部4年生及び大学院修士1年生）とした．（以

下の記述では，「社建」，「感デ」と表記する．）討議

実験全体のフロー図を図-1に示す．以下で詳細について

説明する． 

 

(2) 事前説明と実験グループの編成 

実験内容の説明と，4人1組の実験グループの編成を目

的として，事前に被験者を招集した．実験グループの編

成にあたっては，以下の2点を考慮した． 

 

・複数回の実験参加による慣れの効果を極力排除するた

め，1回目，2回目の実験時にグループのメンバーが全

く同一にはならないようにする． 

・被験者個人の社交性，積極性などの影響を考慮するた

め，事前アンケートを実施し，積極性に関する被験者

個人の自己評価を含め点数化する．その上で，16名の

被験者から，「自己評価の高い被験者のみで構成され 

 
図-1 討議実験全体のフロー図 

 

るグループ」を1組，「自己評価の低い被験者のみで

構成されるグループ」を1組，「自己評価の高い被験

者，低い被験者双方が含まれるグループ」を2組とい

う3種類のグループを生成する．各被験者は，2回の実

験において，自己評価が自身と近い被験者のみのグル

ープと，自身と異なる被験者を含むグループに，各1

回参加するものとする． 

 

事前アンケートでは，個人情報記入欄とグループ編成

のための設問が記載されている．以下に，回答をグルー

プ編成に用いた設問の内容を示す．  

質問内容① 活動状況に関する質問 

(1) サークルや部活動への所属状況 

(2) 所属学科外の交友関係 

(3) アルバイト活動の有無  

質問内容② 地域への関心に関する質問 

(4) 地域の祭り，イベント参加意欲 

(5) 県外の友人の来訪時に案内したい場所の有無 

(6) 大学所在地域への愛着  

質問内容③ 自分自身の性格に関する自己評価 

(7) 自分の意見をしっかりと言えるか 

(8) 自分と違う考え方を持つ人と話し合うのは得意か 

(9) 人と関わることが好きか 

以上9問の事前アンケートの回答結果を点数化するこ

とにより，討議テーマに対する積極性に対して自己評価

の高い被験者と低い被験者に2分割した．その上で，実

験グループを編成した． 
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(3) 討議実験の実施内容 

編成された実験グループにより，4人1組の討議実験を

った．図-1に示すように，実験は第1回実験と第2回実験

で計2日間実施した．第1回実験の後，約2週間の間隔を

確保して，第2回実験を実施した．2週間の間隔を設定し

た理由は，実験が繰り返されることによる慣れの影響を

極力軽減するためである．実験の1日の流れとしては，

待機時間として30分，討議実験①を10分，討議実験②を

25分，その後に事後アンケートを実施した．待機場所と

討議場所を以下に示す． 

【待機場所】（大学の場合）教室・（公共空間の場合）

YCCU隣接のカフェ 

【討議場所】（大学の場合）教室・（公共空間の場合）

YCCU 

待機時間を設けた目的は，活発な討議を促すために，

被験者の緊張を緩和するためである． 

討議課題を以下に示す． 

【第1回実験】 討議課題 

討議実験① 部首が「さんずい」の漢字 

討議実験② 宇部の良いところ，悪いところ 

【第2回実験】 討議課題 

討議実験① 部首が「きへん」の漢字 

討議実験② 宇部をもっと学生の住みやすいまちにする

ために何が必要か 

討議実験①は，解答が定まっている単純明快な課題で

ある．それに対し討議実験②は，答えが一つに定まらな

い，より創造的な課題であり，思考力が問われる課題で

あるといえる．討議実験②では討議後に簡単な発表も行

った．討議実験①は討議実験②を行うための準備段階と

して，被験者間のコミュニケーション促進の役目もあり，

討議実験②は他者との議論が必要となるようなコミュニ

ケーション力，思考力が問われる課題であるため，以下

の分析においては，討議実験②の結果をより重視する．

また，第1回実験の討議実験②が項目を列挙する課題で

あるのに対し，第2回実験の討議実験②の方が，より深

い議論を必要とする課題であると考えられる． 

討議実験の道具の配置を図-2に示す．大学の教室や

YCCUに机を配置し，その机に向かって2脚の椅子を向

かい合わせで配置する．さらに，その机の隣にホワイト

ボードを配置する．机の上には，360度カメラ2つを端に

配置し，中央にA2の紙を配置する．A2の紙の周りにペ

ンや付箋，タイマーを配置する．実際の実験の様子を図

-3に示す． 

討議実験で録画された動画に基づき，量的影響の分析

を実施した．具体的には，被験者の発言数を議論の活発

度の基準値とし，その大小を比較した． 

 

 
図-2 実験時の道具の配置 

 

 

図-3 実際の実験の様子 

 

 

4. 実験結果 

 

(1)  発言数の平均値比較 

図-4と図-5にそれぞれ，討議実験①，②における各被

験者の発言数の平均値を示す．討議実験①，②いずれに

おいても，両学科とも大学より公共空間の方が，平均発

言数が多いことが分かる． 

 

図-4 発言数（討議実験➀） 
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図-5  発言数（討議実験②） 

 

(2)  対応のあるサンプルのt検定 

以下の分析では，討議実験②の結果のみを使用する．

同一被験者の，大学及び公共空間での発言数を比較する

ため，表-1に対応サンプルの統計量を示す．対応のある

サンプルのt検定の結果として，t値が-4.155，P値が0.000

となった．従って，同一被験者について，大学よりも公

共空間の方が，発言数が有意に多いことが示された． 

 

(3)  分散分析 

目的変数を発言数として分散分析を行った．有意水準

は両側5％とした．各ケースにおける発言数の平均値と

分散分析の結果を図-6と図-7に示す．まず，3.(2)に示し

た事前アンケートの設問のうち，(2)の所属学科外の交

友関係に関する複数回答の問いに対する回答数を，当該

被験者学生の大学所在地域における人的交流密度の指標

として採用した．その上で，実験環境の違いと人的交流

密度の2種類の説明変数について分散分析を実施した

（図-6）．実験環境の違いの影響は1%有意で示された

が，人的交流密度の影響は有意に示されなかった．次に，

3.(2)の(9)の人と関わることが好きかという問いに対する

回答を当該被験者学生の社交性の指標として採用し，説

明変数を実験環境の違いと社交性として分析を行った

（図-7）．実験環境の違いの影響も社交性の影響も，共

に5%有意で示された．これより，大学より公共空間の

方が，発言数が多く，同時に社交性が高い被験者ほど，

発言数が多くなるという結果となった． 

一方，地元出身の被験者が地域に関する課題について

より積極的に発言する可能性を考慮して，被験者が県内

出身か否かを説明変数とした場合の検定も実施したが，

有意差は認められなかった． 

 

表-1 同一被験者の発言数に関する記述統計 

平均値(回) 度数(人) 標準偏差(回) 

大学の発言数(回) 48.38 32 23.859 

公共空間の発言数(回) 68.69 32 40.197 

 

 

 

図-6 実験環境の違いと人的交流密度の影響 

 

 

 

図-7 実験環境の違いと社交性の影響 
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5. おわりに 

 

以上，本研究では，大学生を対象とした4人1組の討議

実験を，大学の教室とまちなか公共空間という異なる実

験環境で実施した．実験の結果，同一被験者について，

大学の教室よりまちなか公共空間の方が，発言数が有意

に多く，同時に社交性が高い被験者ほど，発言数が有意

に多くなるという結果となった．また，人的交流密度や

社交性等の個人属性よりも，大学の教室とまちなか公共

空間という実験環境の違いの方が，発言数を大きく変化

させることが示された．以上の結果から，まちなか公共

空間には，大学生の被験者の議論を活性化させる効果が

あったと考えられる． 

今後は，大学生が公共空間を利活用するきっかけづく

りについて検討する必要があると考えられる．また，な

ぜ公共空間が議論を活発化するのか，その要因について

は十分に検証されていない．この点についても，今後の

課題として挙げられる． 
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